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プロジェクトマネージャーの実践力の育成方法 

－「企業や現場が求める真のＰＭ」を育てよう－ 

 
FUJITSUファミリ会 LS研究委員会 2009年度研究分科会 

「プロジェクトマネージャーの実践力の育成」 

■ 執筆者Ｐｒｏｆｉｌｅ ■ 

 

       2009年4月 FUJITSUファミリ会LS研究委員

会の研究分科会にて、7名のメン

バーと、富士通テクニカルアド

バイザー2名の合計9名により1

年間研究活動を実施。 

       2010年5月 研究成果発表会にて最優秀論文賞

を受賞。現在、研究メンバー企

業にて、活用ツール適用と実現

性の高い運用方法を検討中。 

   共同執筆メンバー 
名  前 団 体 名（順不同） 

赤塚 正芳 （株）中電シーティーアイ 

中塚 富士雄 ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング（株） 

富田 博之 静岡コンピューターサービス（株） 

久保寺 義一 第一生命情報システム（株） 

玉澤 寿章 日本製紙（株） 

松﨑 博 ハマゴムエイコム（株） 

片山 敦士 富士通エフ・アイ・ピー（株） 

木野 高史 富士通（株） 

斎藤 雅之 富士通（株） 

 

■ 論文要旨 ■ 

当研究では三つの仮説（ＰＭ実践力を補う育成スキーム不足、計画差異を予兆から

捉える力の重要性、人間力の必要性）のもとに検討を進めてきた。 

一方、現存するＰＭ育成方法には限界があり、「理解する（座学）」に留まらず

「できる」レベルに持ち上げる必要がある。当研究では、新しい発想・着眼点で解決

する方法を求め、これまで困難とされてきた人材育成の「可視化」を確立し、ＰＭ実

践力の育成ガイドラインを構築することに成功した。 

ガイドラインは、四つの活用ツールで構成されており、プロジェクトと同期して訓

練するもの、非同期に訓練するもの、育成の経年変化を確認するものとがある。これ

らを相互連携してＰＭ実践力育成を図ることができる仕立てとなっている。研究終了

後、本分科会メンバー所属会社にてガイドライン適用を図り、明確化した課題・問題

点の分析を行い、実用性の高い運用方法を考察した。 
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１．はじめに 
現存するＰＭ育成スキーム（scheme：計画/企画/体系/枠組み）には決定的に足りない

ものがある。これを明確化し、「現場に強い実践力が備わったＰＭ」を育成することを研

究目的とし、研究成果を以下のように設定した。 

 

・現場に強い実践力が備わったＰＭ育成を実現するスキームの確立 

・育成支援ツールの具現化 

 

研究を進めるにあたり、図１のようなフローチャートを組み立てた。現状分析と課題認

識を行った上で、実践力を定着させるために必要不可欠だと思われる要素を洗い出し「仮

説」を立てる。その仮説に対して「育成スキームの確立」と「支援ツール作成」を行い、

研究の有効性・有益性が実証できる「仮説検証型アプローチ」にて評価を図った。 

 

図１ 研究の進め方フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．現状分析と課題認識 
昨今のＩＴ業界におけるプロセスや開発手法の整備に関する取り組み状況や動向を調

査した。図２は、経済産業省および独立行政法人・情報処理推進機構（IPA）が 2006年

に実施した「エンタプライズ系ソフトウェアにおけるＳＥ度の実態調査」を一部抜粋し

たものである。ＰＭＢＯＫ®やＣＭＭＩ（Capability Maturity Model Integration）を

基軸としたプロセスや開発手法の整備は約 65％の企業が実施しており、改善に向けたデ

ータ計測やＰＤＣＡサイクルに則った運営レベルにまで至っている。加えて、ＰＭＯ

（Project Management Office）組織の設置や管理ツール（グループウェアや進捗管理ツ

ールなど）の導入も6割を超えている。 

以上のことから、企業はプロジェクトマネージメントの強化に注力しており、一定の

効果を出していると推察した。 

 

（1）現状分析と課題認識

（2）過去のLS研究取り組み内容の確認

（3）不足要素洗い出しと仮説の策定

（4）要素の選別

（5）実践力を備える育成スキーム確立

（6）支援ツール作成

（7）検証/評価

⇒ＰＭ育成方法や育成レベルについての現状分析ならびに課題認識

の整理を行う。

⇒過去にも類似テーマで検討している。その内容と結果を分析し

これまでの取り組みで不足している部分を見つけ出す。

⇒ＫＪ法などを用いて実践力を備えるための要素を洗い出し、仮説を立て

る。

⇒洗い出した要素（仮説）の中で最も有効なものを選別する。

⇒仮説を具体化するための育成スキームを確立する。

⇒現場で活用できる支援ツールの作成を行う。

⇒（5）、（6）の有効性について客観的な評価を取り、検証を行う。
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図２ 各社の取り組み状況 

（出典：経済産業省「エンタプライズ系ソフトウェアにおけるＳＥ度実態調査」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、ここまで投資しても「実践力」を兼ね備えたＰＭが育っていない実感も強い。経

験が少ないＰＭについて、リテラシーの底上げは図れた。しかし、企業が求める人材は、

単にプロジェクト計画やマスタースケジュール、ＷＢＳなどの管理ドキュメントが作成で

き、定型的な進捗管理や品質管理ができれば良いということでは決してない。 

これまで企業が取り組んできた活動は、言わば「組織的マネージメントの強化」であり、

ＰＭという人材を育成するといった観点においては、表面上の整理に留まっている。現状

の到達点と課題を図３に示す。現時点において実践力を備えたＰＭを育成するスキームは

確立されていないことが、分析の結果明らかとなった。つまり、今の育成には偏りがあり、

実践力を補うスキームは明らかに不足していると考察した（仮説①）。 

 ②プロセス改善のためのデータ計測実施状況 

 ③プロジェクト監視頻度 

 ④プロジェクト支援施策状況 

 ①ソフトウェア開発における開発手法整備 

約６４％の企業が開発手法を確立

し、プロセス改善に向けたデータ計

測を実施している。  

（①②より）  

プロジェクト監視頻度は月次で実施

している企業が最も多い。  

（③より）  

ＰＭＯ設置や管理ツールを導入して

いる企業は６割を超えている。  

（④より）  
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図３ 現状の到達点と課題について（仮説①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．育成スキームへのアプローチ 
３．１ ＰＭ実践力とは何か？ 
ＰＭの実践力について考えてみる。企業が求めるＰＭ像は、前述した通りＱＣＤ

（Quality：品質 Cost：コスト Delivery：納期）を担保することである。ＱＣＤはプロジ

ェクト実施計画で定義され、実施フェーズにて発生する予期せぬ事象（計画時は想定して

いなかったギャップ）に応じてＱＣＤの状態は変化する。当然、計画どおりにすべての事

柄が運べば、実践力が備わっていないＰＭでもＱＣＤが担保される確率は高くなる。しか

し、システム開発は計画どおりに物事が運ばないことのほうが明らかに多い。 

プロジェクトは生き物であり状況は常に変化する可能性を秘めている。真のＰＭはＱＣ

Ｄを担保するため様々な施策を実施しているが、そのためには「実現性の高い計画書の策

定力」や「計画との差異を予兆段階から捉える力（以下、予兆検出力と略す）」、「最適

な処置が行える力」といった総合力が必要不可欠となる（図４）。その中で最もＰＭの実

践力が問われるものが「予兆検出力」である。「安定したＱＣＤ」を実現するためには、

リスク（予兆）の早期発見と的確な予防策を実施する行動が重要であり、これこそが｢ＰＭ

の真価が問われる実践力｣と考えた（仮説②）。 

本来の目標点（To Be）

ＰＭ人材育成

ＰＭ支援環境整備

組織的

ＰＭ支援

知識・基本動作

+α

ＰＭ実践力
安定した

ＱＣＤの実現

企業の期待

・的確な計画策定

・予兆早期発見

・顕在化時に被害極小化

Ｐ
Ｍ
実
践
力
が
育
成
で
き
て
い

な
い
？

ＰＭＢＯＫ®に基づくＰＭ教育
ＩＴＳＳに基づく認定制度など

PM実態

開発標準（富士通開発標準ＳＤＥＭなど）

支援ツールの導入（富士通ProjectWEBなど）

ＰＭＯ設置による

組織的リスク審査

の導入など

現状の到達点（As Is）

知識・基本動作

プロジェクト

成功は半分以下

?
・教科書的な振る舞い

・スキームの形骸化

ＰＭ実践力を補う育成スキームは
不足していると考えられる

仮説
①
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図４ プロジェクトの状況に応じたＰＭ総合力について（仮説②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＭ実践力（仮説②）を形成するスキルについて考えるにあたり、ＰＭＢＯＫ®やＣＭ
ＭＩを基軸としたＰＭ基本スキルに限定せず、幅広いスキルを洗い出すところからはじめ、

取捨選択することとした。ＩＴ業界でよく取りあげられるスキルとして「エンジニアリン

グスキル」や「業務スキル」がある。この他に何があるだろう？本分科会は人材育成機

関・教育機関にその解があると考え、調査した結果、ひとつの大きなスキルセットを見つ

けた。それが「人間力」である。 

これらの洗い出したスキルについて、実践力を飛躍的に向上させるスキルとなり得るか

といった観点で検討した。結果を表１に示す。 

以上の結果から、ＰＭ実践力を形成するのに有効なスキルは「ＰＭに必要な人間力」と

「予兆検出力」であると仮説を導いた。（仮説③） 

 

予兆に対する対策

課題対策の検討

対策方針の決断

課題に対する処置実施

・ユーザーの要件が予想を超えて膨らんだ

・開発メンバーのスキルセットが異なっていた

・計画時に想定していなかった事象が発生した

QCD

担保中

QCD

警告

QCD

危険

ＱＣＤ定義

差異早期検出

差異末期検出

被害の幅・大きさ

●実現性の高い計画の策定力

①過去プロジェクトの経験をベースに失敗させ

ない観点を多彩に盛り込んだ計画の策定がで

きる。
②実現性が計画時点で低い場合においても、

想定されるリスクの明示や対策を講じている。

●計画差異を予兆段階から捉える力

（予兆検出力）

●計画との差異を予兆から捉える力

①差異が発生する前段階（予兆）から、違和感

を感じ取り超初期段階から様々な事象に予防

策をうつ事ができる。
②予兆を捉えるための行動ができる。

＞ 現場とのコミュニケーション

＞ 本質を見極める

●最適な処置が行える力

①リスクが顕在化した際も、その事実を的確か

つ早期に捉えることができる。

②課題対策を講じる際は原因の本質を見抜く
事ができ、再発を防止できる。

③課題対策はひとつでは無く、メリット/デメリッ

トが明示された数パターンを準備することがで

きる。

④主体的に行動/思考できる。

⑤顧客に対して、しっかりとした説明ができ、か

つ折衝・交渉ができる
⑥現場への適切な指示・統制が行える。

⑦上司への報告が正しいタイミングで行え、上

司をうまく活用することができる。

ＰＭの総合力

プロジェクト実施計画書

実施フェーズ

プロジェクトの完了

計画遵守を阻害する予兆

リスクが顕在化

（事象）

（行動）

ＰＭの実践力
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表１ スキル検討結果一覧表（仮説③） 

スキル 検討内容 研究対象区分 

エンジニアリン

グ 

スキル 

IＴＳＳをベースにＰＭに必要なスキルセットの定義が可能か検討した。結

果、様々なスキルセットを確認できたが、基礎知識として重要ながら若年

層基礎教育として整備されているため対象外と判断した。 
対象外 

業務スキル 世の中には様々な業務スキルが存在し、これを均一的に底上げすること

は不可能である。また、担当プロジェクト／部門内の学習機会や勉強会

にて身につくことができることもあり、対象外とした。 
対象外 

人間力 仮説②であげた「ＰＭの実践力」の振る舞いは、知識だけでは実行に移

せない。人間力は、各種スキルのベース部分であり、また、ＰＭ業務を遂

行する上で必要不可欠な人間力があると思う。例えば、リーダーシップ

や、指揮力、傾聴力、折衝力、分析力、判断決断力など。相関関係を強く

感じさせるスキルセットと判断した。 

対象 

ＰＭＢＯＫ®など

をベースとした

知識マネージメ

ント・スキル 

ＰＭＢＯＫ®やＣＭＭＩをはじめ、世の中に既に数多くの育成スキームが確

立されている。これを深堀しても実践力を飛躍的に向上させるベーススキ

ルにはならないと判断した。 対象外 

予兆検出力 人間力にも同類のスキルが定義されているが、図４から分かるとおり、実

践力を飛躍的に向上させる重要スキルと判断し、人間力から切り出して底

上げすべきものと定義する。 
対象 

 

文部科学省や大学をはじめ、多くの教育機関で人間力の概念を取り入れた人材育成スキ

ームが構築されている。その中で鳥取大学が提唱している人間力グランドデザイン（図

５）に着目した。この図では人間力を「知力」、「実践力」、「気力」、「体力」、およ

び「コミュニケーション力」の五つの構成要素から成り立つ総合的かつ人格的能力として

定義している。 

プロジェクトは複数のメンバーによって遂行されるものであるが、個々のメンバーが散

発的にプロジェクトを遂行するのでなく、プロジェクトの成功を目指して一丸となって遂

行すべきである。そのためＰＭにはＰＭＢＯＫ®やＣＭＭＩといった知識レベルのスキル
だけではなく、それ以外の能力の鍛錬を含む「人間の能力全体の活用」が肝要となる。 

 

図５ 人間力グランドデザイン（出典：鳥取大学「人間力の考え方」 

     http://www.tottori-u.ac.jp/dd.aspx?menuid=2382より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮説
③

 
気力： 

精神の力 

体力： 

肉体の力 

知力： 

気力より高度な発展形態 

実践力： 

体力のより高度な発展形態 

コミュニケーション力： 

人間の相互理解を成立させる根本の力 

 

http://www.tottori-u.ac.jp/dd.aspx?menuid=2382
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人間力グランドデザインで提示されている人間力は多種多様であり、ＰＭがすべてを備

える必要は必ずしもない。そこで、ＰＭに求められる人間力を抽出するために、本分科会

参加メンバーの所属会社で管理職やＰＭＯなど、育成する立場の人１００名を対象とした

アンケートを実施した。結果を図６に示す（上位１０位まで）。ここに示した人間力のう

ち、３位の「課題見識力」は「予兆検出力」と同義である。これは仮説③の正当性を裏付

けるデータといえる。 

図６ ＰＭが必要とする人間力（アンケート集計結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 実践力は「できる」が問われる  
講義を受けたり、本を読むだけでは学習効果は定着せず、他者と「議論」することや、

実際に「経験する」、「人に教える」ことによって学習効果は強く定着する。これは図７

のラーニングピラミッドの考え方に基づくものである。ラーニングピラミッドとは米国の

「National Training Laboratories」が提唱する学習定着度モデルであり、大学から英会

話スクール、フラワーアート教室など様々な分野で取り入れられている。 

ラーニングピラミッドが示すパーセンテージは学習した効果、定着度を表しており、下

層の学習方法になるほど高くなる。これは 2004年度 LS研研究テーマ「プロジェクトマネ

ージャーの育成」にも引用されていたが、考え方の紹介だけに留められており、育成プロ

セスへの応用については研究されていなかった。 

本分科会では、ラーニングピラミッドの下層を「実践」とし、これまで座学中心だった

育成プロセスを発展させ、「できる」部分が中心となるよう研究を進めた。 

 

図７ ラーニングピラミッド 

（National Training Laboratoriesの図を元に分科会にて加筆、作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 人間力（大分類） 得票数

1位 熱意・意欲（気力） 40票

1位 問題解決力（知力） 40票

3位 課題見識力（知力） 38票

4位 交渉・折衝能力（実践力） 31票

5位 指揮力（実践力） 27票

6位 人脈活用力（実践力） 27票

7位 伝達力（コミュニケーション） 24票

8位 傾聴力（コミュニケーション） 20票

9位 幅広い視野（知力） 19票

10位 主体性（実践力） 15票
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77項目の人間力から5つを選択するアンケートを実施。

人に教える

受講する

経験する

議論する

例を示す

観る・聴く

読む

90%

5%

70%

50%

30%

20%

10%

(学習方法)
理解する

できる

座学

実践

これまでの学習

スタイルおよび

アプローチ

この部分を中心的

にアプローチする

学習定着度
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３．３ 育成スキームへのアプローチ（まとめ） 
仮説１から３にあげた、ＰＭ実践力を養う育成スキームは存在しない。または、表面的

なコンピテンシーをまとめたものに留まっている。ＰＭの実践力を育む場であるＯＪＴに

おいても、具体的な育成手法は存在せず、若手ＰＭを現場へ放り込み、精神論で叱咤激励

する、いわゆる勝手に育てと言わんばかりの「丸投げ」が多く見受けられる。つまり実践

力の高いＰＭ達は、育成されたのではなく、自らの経験から自律的に実践力を培ってきた

ケースが殆どである。 

また、人間力やラーニングピラミッドといった新たな育成理念の発見と重要性について

確認することができた。これらの検討結果より、ＰＭの実践力を定着させるためには以下

四点の条件を満たす必要があると考えた。 

 

・表面的なコンピテンシーのまとめに留まらないこと 

・現場で十分に活用できるスキームであること 

・ＰＭの実践力を可視化する／育成効果を可視化すること 

・育成する側に対して、具体的に確立された育成スキームを提供できること 

 

これらの条件を満たすものとして、四つの育成スキームとしてまとめあげた。 

疑似体験を通じて「理解する」から「できる」にするための「ＰＭ勘所マニュアル」、

予兆検出と予兆に対するリスク対策を訓練する「ＰＭダイアリー」、主観と客観評価によ

り自己の強み・弱みを本質的に捉え成長に向けたプランを構築するための「ＰＭフィード

バックシート」、三つのツールからＰＭの成長度合いの経年変化を可視化することで向上

心の増進を図る「ＰＭアセスメントシート」である。 

これまでの育成スキームの問題点として、スキームそのものの不足に加え、育成する側

のことを意識したスキームになっていない。その結果、育成する側のスキルに大きく依存

してしまうことは勿論のこと、育成する側は「どのようにして育成するか分からない」と

いった状況にある。これでは真の育成スキームとは言えない。上記にあげた各種スキーム

を育成現場で効率的に活用させるためには、育成する側に対して具体的に確立された育成

スキームを提供する必要がある。そこで、表２に示すコンセプトを各スキームに加えた。 

 

表２ 育成スキーム一覧 

スキーム（ツール名称） 育成手法 育成する側の関わり方（イメージ） 

ＰＭ勘所マニュアル Ｏｆｆ－

ＪＴ 
グループ学習の場合、進行役となり、参加者とブレインストー

ミングを発展させる。自己の考えや経験談などを伝えていく。 

ＰＭダイアリー ＯＪＴ 育成される側があげてきた予兆や対策についての妥当性確認や

見落としが無いかなど支援する。また自分が気付いた予兆を提

供する。 

ＰＭフィードバックシ

ート 

メンタリ

ング 

育成対象に不足している箇所を分析し、どのようにして伸ばし

ていくのかを親身になって考え、具体的なアクション計画を共

に策定するための指導・支援を実施していく。 

ＰＭアセスメントシー

ト 

メンタリ

ング 

基本的にはＰＭフィードバックと同様である。違いは長期的な

ビジョン設定を加えて、アクション計画を育成対象と共に決め

ていく。 
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４．真・ＰＭ実践力育成ガイドライン 
４．１ 真・ＰＭ実践力育成ガイドラインの概要  
本分科会の目的は、実践力のあるＰＭを育成するにあたり、育成する側・育成される側

双方の手順を明確化・体系化し、効果的で継続性のある育成スキームを構築・確立するこ

とである。研究の成果として、「真・ＰＭ実践力育成ガイドライン」ができあがった。こ

れは、以下の四つの支援ツールで構成されており、それぞれ使用する場面で、相互に補完

し合いＰＭ育成を効率的に進められる（図８）。 

 

図８ 真・ＰＭ実践力育成ガイドライン構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＭ勘所マニュアル

ＰＭフィードバックシート

ＰＭアセスメントシート

ＰＭダイアリー

失敗事例 ﾓﾃﾞﾙｱﾝｻｰ

表面 裏面

思考力

向上

可視化

経年変化

ｷﾞｬｯﾌﾟ

分析

ﾒﾝﾀﾘﾝｸﾞ

支援

４２
事例

３９
視点

３０
視点

自己：上司評 価項目別傾向
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3 【コスト】コスト超過のチェック

4 【品質】品質管理の正当性

5 【タイム】進捗管理の正当性

6 【タイム 】進捗チェックと是正の実施

7 【人的資源】プロジェクト メンバー育成

8 【調達】協力会社選定

9 【統合】課題管理の実施

10 【コミ ュニケーション 】情報伝達・共有化の実施

自己評価 上司評価

自己：上司評 価項目別傾向
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完了時

予兆検出力
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●リアルタイムＱＣＤ状況の確認

●ＰＭ思考・行動の確認

●自己分析（プロジェクト振り返り）

●上司との円滑なコミュニケーション

●ステップアップに向けたアクション計画策定
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４．２ 育成スキーム詳細 
４．２．１ ＰＭ勘所マニュアル 

ラーニングピラミッドにおける「読む、観る、聴く」の座学にあたる教育は、個人・企

業で広く実施されているが、「議論する」「経験する」「人に教える」という「できる」

方向へのアプローチが不足している。そこで本分科会は、これら不足する学習領域を補う

「ＰＭ勘所マニュアル」を構築した。 

今日では人材の流動化によって、固定的なメンバーで長期間一緒に仕事をする機会が減

少する傾向にある。そのような職場環境の下では先輩ＰＭから後輩ＰＭへノウハウが伝承

されにくい。一方、失敗事例は組織で共有すべき貴重な財産であり、その中にはプロジェ

クトを成功させるための様々なヒントが詰まっている。つまり、失敗事例こそが最適の題

材であると考えた。例え自分の経験でなくても他の人の失敗事例を学ぶ（疑似体験する）

ことにより高い学習効果が狙えると考えたのである。 

失敗事例はプロジェクトで発生する様々なＱＣＤを脅かすリスクを網羅的に作成するよ

うに心がけた。 

 

(1) 失敗プロフィール（表面） 

本分科会に参加している各企業で実際に起きた失敗事例をモチーフとし、具体的で分

かりやすさを追求し「疑似体験」を促す記載内容とした。そして、読者に「プロジェク

トが失敗した本質的な原因は何であったか」、「失敗を事前に回避するためにどの予兆

を捉えればよかったか」、「失敗しないためには、どのような人間力が必要か」を考え

させ「論議」へ展開できる仕立てとなっている。こうすることで、社内Ｏｆｆ－ＪＴ

（グループ学習）の実施を可能とした。 

以上、失敗プロフィール（表面）のイメージを図９に示す。 

 

(2) モデルアンサー（裏面） 

失敗事例に対し「本質的な失敗原因」と、その失敗に陥ってしまった「予兆は何であ

ったか」をモデルアンサー（模範解答）として記述した。さらに、その時「ＰＭは何を

すべきであったか」を補足し、ＰＭがとるべき行動について解説している。なお、これ

はひとつの解答であるため、異なる対応方法になっても間違いではなく、むしろそこか

ら議論が発生することで理解度が深まることを狙っている。ＰＭ自身が考えた予兆・根

本原因を確認し、視野を広げる訓練を行うことが本ツールの目的である。 

プロジェクトの遂行において、予兆を感じとるだけでプロジェクトが成功するなどと

いうことはない。感じた予兆に対し、対策を練り、実行しなければプロジェクトは失敗

に向かっていく。このためＰＭには多岐にわたる人間力が要求される。その多くの人間

力の中でも、ＰＭに必要な人間力について解説している。 

最後に、失敗しないための勘所を「秘伝の書」としてまとめた。必ず実施して欲しい

観点と、絶対にやってはならない観点を一言で表しており、ＰＭ実践力強化のスローガ

ンとして育成や啓蒙に活用することを狙っている。 

以上、モデルアンサー（裏面）のイメージを図１０に示す。 
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図９ ＰＭ勘所マニュアル 失敗プロフィール（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009年度 LS研：プロジェクトマネージャーの実践力の育成方法

教科書にはないＰＭ勘所マニュアル - 失敗事例から学ぶ！ＰＭ実践力向上スキーム -

事例ケース

Q C影響範囲

影響LEVEL

低い 高い

phase:プロジェクト計画（前）

PMの役割り範囲について、この失敗事例を通じて考えて見ましょう。

難しいテーマです。プロジェクト内容や顧客のレベルなど環境に応じて役割り以上のことをPMに求められるケースがあります。

その際、どのような勘所があるのか事前に知っておくと失敗プロジェクトは激減すると思います。

　Ａ社は某大手食品会社（X社）のセールスプロモートを行う広告代理店である。販売促進の一環としてX社主催のコンサートチケットを応募者から抽選させる仕組み

（以下、抽選システムと呼ぶ）を作りたい！とシステムインテグレータB社へ相談を持ちかけた。B社は早速、ヒアリングを行い提案と見積もりを行った。そのPMを務

めたのが鈴木君である。

　鈴木君は早速、A社へ出向きどのような要求があるのかA社にRFP（※1）の提示を求めたが、A社はシステム開発に関するやり取りは経験が少なく、RFPをどのように書

けば良いか分からないと相談を受けた。A社側の担当者からは、「そういったものを当社で用意するの？良く分からないけど、B社側で企画書を書いてくれない」と依頼

を受けた。鈴木君はプロジェクトを前に進めたほうが良いと判断し、A社の担当者に「では、御社の要望をヒアリングしに行きますので、日程調整をさせて欲しい」と回

答し、後日、業務要件についてヒアリングを実施した。抽選システムの概要は以下の通りである。

（※1）RFPとはRequest For Proposalの略。情報システム の導入や業務委託を行なう にあ たり、発注先候補の業者に具体的な提案を 依頼する文書。

　　　　必要なシステム の概要や構成要件、調達条件が記述されている。

　鈴木君はヒアリングで気になった点をいくつか確認した後、システム企画書を作成・プレゼンを行い、商談は成立した。

しかし、外部設計の局面に入り様々な追加要望が発生した。WEBサイトからの応募データを取り込む予定であったが、ハガキでの応募や提携ストアーに設置した応募用

紙と受付箱からの応募を受付けていた。また、株主専用のWEBサイト上に応募ページが新設され、これも抽選の対象としたいとA社から要望が挙がった。さらに株主応

募は当選する確率を上げて欲しい！など次々と要望が出てきた。

　鈴木君は、当初の内容から要求が増えているので、追加要求について別途費用が発生する旨の説明を行った。また、スケジュールを延期したいと相談をした。しかし、

A社は鈴木君の申し入れに不満を感じた。企画書の説明時に鈴木君は次のように説明している。

 「本質的な原因」は何だったのか？ 「失敗に至る予兆」は何だったのか？
　考えてください。

 「何をすべき」だったのか？　考えてください。

 今回の失敗を起こさないために必要な人間力について考えてください。

これが議事録に記載されており、A社はどうして追加費用が発生するのか理解できないと言う。

追加や変更が発生した際に別費用が発生する説明を受けてない、また企画書にもそのような記載は無い！と主張してきた。

　結局、追加要求は小さな要望も含め５０項目を超えた。鈴木君は、全てを実施するだけのコストや期間が無い事を論理的に説明し、実務に影響を与えてしまう項目だけ

の対応に絞り込みたいと申し入れた。A社はしぶしぶその内容に応じた。対応費用についてはA社側で６０％負担して貰えたが、残り４０％についてはB社の持ち出し対

応となった。納期の延期は、抽選日や当選のお知らせ日がWEBサイトに公開している都合上、延ばすことは出来できず、開発メンバーは残業と休日出勤の対応に追われ

た。

システム稼働後、応募ハガキのキーパンチデータのレイアウトが想定と異なっていたことから、データインポートプログラムが異常終了した。

鈴木君はA社からの緊急呼び出しを受け、徹夜で原因分析とプログラム改修を行いシステム不具合を解消した。

　鈴木君

※人間力は別紙「人材育成における人間力一覧図」を参照して下さい。

※a～cの問いは複数回答が可能です。「考える」事が重要であ り、ひとつの回答にこだわる必要はあ りません。

「今は企画段階なので企画書もA社が望む全てを書いてある訳ではありません。」

「細かい仕様については次工程で一緒に固めていきましょう。」

A社担当者

　●A社が運営するWEBサイトに応募データが集まってくる。これを今回開発する「抽選システム」に取り込む。

　●同人が複数回応募している場合、名寄せを行い、ｎ応募データを１つにまとめる。

　●取り込んだ応募データを機械的に抽選し当選者を決定する。

　●抽選はできる限り公平な仕組みを考慮すること。

　●当選者に案内ハガキを出力する。

失敗事例 

（疑似体験させる） 

「議論」へ展開 

（グループ学習） 
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図１０ ＰＭ勘所マニュアル モデルアンサー（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

失敗を作り込んだ「本質的な原因」は何か？

2009年度 LS研：プロジェクトマネージャーの実践力の育成方法

教科書にはないＰＭ勘所マニュアル - 失敗事例から学ぶ！ＰＭ実践力向上スキーム -

・RFPは齟齬をなくす為に発注側で記載するのが一般的なシステム開発の流れである事を顧客（A社）へ説明する。

 作成方法が分からない場合、類似サンプルを提示するなどのナビゲートを行う 。

・諸事由により顧客（A社）がRFPを作成できない場合、業務分析から受注する契約を交わしコストと時間をかけて作成代行を行う 。一般的にＲＦＰの作成代行は、シス

テムコンサルティング業務であり、ＰＭの分掌を超えている。小規模プロジェクトはＰＭが代行することも実質多い。その場合、必ず業務分析をしっかりと行い社内の

管理職レビューなどにかけておく 。ヒアリングを数時間実施したレベルで業務要件を掌握することは不可能であることを認識するべきである。

蛇足であるが、RFP作成代行を受ける場合は、別途費用が発生する旨を事前に顧客へ説明すること。

 「何をするべき」だったのか？

PMに必要な人間力

□実践力＞リーダーシップ

　「経営マインド」、「マネージメント能力」、「指導力・指揮力」

　　ＲＦＰは顧客側で記載してもらう 、何かしらの理由で不可能な場合、ビジネスとしてそれを受け入れるという行動が取れるのは、

　経営マインドが必要となる。見積りに関するガード文言が無いという のも 、裏返せばコスト意識が低いという ことに繋がる。

　また、顧客も含めてマネージメントし、指導していくスキルも必要である。

　

□コミュニケーショ ン力＞共感的理解力

　「異文化理解力」、「他社理解力」

　　これまでの顧客とは異なった業種、業務である場合、要件のヒアリングで表面的な部分だけ聞いただけでは、今回のよう な失敗

　に繋がる。顧客の業務を深く知る、顧客のやりたい事や抱えている課題を深く 探るためには、コミュニケーショ ンしか無い。

【問題発生箇所】⑤ PMとユーザ間

・外部設計終了時点で最終見積りとする。それまでは全て仮見積りであることをしっかりと伝える。見積りにも記載することが必要であった。

・また、全ての見積もりは前提を付ける。その前提が覆ると再見積りが発生する旨を記載する。

・受託範囲（自社（B社）で対応するスコープ）をしっかりと記載し、そのスコープに対し費用が幾ら発生するかわかり易く 記載すること。

　　　　「B社側で企画書を書いてくれないか」と相談を受けた時！予兆

【問題発生箇所】⑤ PMとユーザ間　　　　「細かい仕様については次工程で一緒に固めていきましょう。」予兆

●顧客側にＲＦＰを書かせるように導くべし

●詳細の要件が固まるまでコストは概算とするべし

●新規の顧客とは、とことん腹を割ったコミュニケーションをとるよう意識すべし！

秘伝
の
書

　この時点で少なく ともA社の担当者はシステム開発の経験が非常に少ない＝要注意顧客であることは認識できたはずである。

薄々「経験が無いんだろう な～」と気付いていた時点で策を打っておけば、失敗を回避・軽減できたのではないだろう か。

　上記のよう な表現が出てきたら要注意！問題を先送りにしているケースが多い。

自分を含め、メンバーや顧客からこのよう な言葉が出たら、トラブルの予兆が出ていると思った方が良いでしょう 。

 「何をするべき」だったのか？

must or never で捉える一流PM志向

原因1

原因2

column

システム側で要求定義書（RFP）を作成してしまった。

コストがまだ確定していない事をしっかりと伝えてなかった。

模範解答 

（原因と予兆について） 

模範解答 

（ＰＭに必要な人間力） 

秘伝の書 

（勘所のまとめ） 
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４．２．２ ＰＭダイアリー 

「予兆検出力」を鍛錬するには日々予兆やリスクを考える習慣を身につけることが肝要

であり、「ダイアリー＝日記」の形式が有効であると考えた。しかし、ＰＭがひとりで書

いているだけではすぐに形骸化する恐れが高いため、定期的に上司とレビューする運用を

前提とした。こうすることで、上司とのコミュニケーションが円滑となり、ＯＪＴもＰＭ

ダイアリーを通じて具体的に進められるようになる。 

ノウハウの指導、効果的トレーニングにより育成効果向上と持続性の維持を図る。また、

後述するＰＭアセスメントシートへＰＭダイアリーの評価を反映しており、「予兆検出

力」の成長変化を定量的事実として見せることで意識付けやモチベーションの向上も図る。 

ＰＭダイアリーのシート・フォーマット（以下、シートと略す）は、「予兆」・「リス

ク」・「対応策」の項目をはじめに設けた。ＰＭが日々“気になること”を日記形式で思

いつく限り記載してもらうためのシートであり、リスクが顕在化した場合は、別途、各社

が標準的に保有している「課題管理台帳」を用いてプロジェクトの課題を管理することを

前提としている。シートには「課題管理台帳」との「関連付」の項目を用意し、ＰＭダイ

アリーで捉えた予兆から顕在化した課題の場合、関連付け（リンク）を行う。また、予兆

が検出できなかった場合についても、必ず顕在化した課題をＰＭダイアリーに載せる。予

兆（リスク）を自分で発見したものであれば、予兆・リスク・対応策が埋まり、且つ課題

管理台帳のリンクも埋まる。 

一方、予兆を発見できなかった場合、課題管理台帳のリンク欄だけが埋まる。さらに、

上司との定期的なコミュニケーションの場で上司が予兆を発見した場合、それが分かるよ

うに「検出区分」を設けた。こうすることで、自分で発見できなかった予兆（不足してい

る観点や視野）を後から分析し、省みることができる。これは「予兆検出力」の向上に有

効となる。「日々考える」、「行動を記録する」、「定期的に上司とレビューする」、

「完了時に重要課題を振り返る」といったＰＤＣＡサイクルを繰り返すことでＰＭ行動の

質的向上を図ることができる。 

ＰＭダイアリーの記入イメージを図１１に示す。 

 

図１１ ＰＭダイアリーの記入イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出区分 

（自分／上司） 

課題管理台帳への 

関連番号（リンク） 
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４．２．３ ＰＭフィードバックシート 

ＰＭフィードバックシートは単に第三者の評価を受け取るだけではない。自己評価と上

司と部下（メンバー）の評価を比較し、自分が「できている」と誤認している部分を浮き

彫りとする、すなわちギャップ分析を行うことに真意がある。評価を（主観）と（客観）

で可視化することで、正しい自己分析を行い、次へステップアップするための具体的アク

ションプランを策定させる。 

さらに、ＰＭフィードバックシートは具体的なメンタリング手法を確立している。自己

分析とアクション計画を自分で実施するだけでは形骸化するリスクは高いが、上司ととも

に将来像（ビジョン）を設定・共有することで、育成効率の向上を図る。ギャップ分析と

メンタリングイメージを図１２に示す。 

 

図１２ ギャップ分析とメンタリングイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＭフィードバックシートでは本報告書を理解していない人にも分かり易い・浸透しや

すい言葉を用いて、以下三つの評価項目を設けた。各パートの設定根拠について説明する。 

 

(1) ＰＭ基本／コンピテンシースキル 

ＰＭＢＯＫ®に代表されるプロマネ知識をベースに持っているのは大前提であるが、
各勘所の項目を中心に遵守状況を評価する。自己評価と上司評価の対象項目である。 

 

(2) 現場力／育成・指導スキル 

ＰＭとしてメンバーに対する育成・指導をどれだけ現場視点で実施できたかの評価項目

である。自己評価、メンバー評価の対象項目である。 

 

(3) ＰＭに必要な人間力 

ＰＭの人間力の評価項目である。人間力は、本分科会メンバー所属会社のＰＭ経験者

アンケート結果から上位にランキングされたものから選んでいる。自己評価、上司評価、

メンバー評価全ての対象項目である。 

具体的なアクション計画の策定

上司との具体的な

メンタリングを支援

Action 
Plan

コスト超過チェックの意識が足らないのか

計画書の正当性が弱いのはその通りだな
顧客対応については開きがあるな！

ＰＭ基本/コンピテンシースキル

10年
３０視点

ギャップ分析
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４．２．４ ＰＭアセスメントシート 

前述したＰＭフィードバックはプロジェクト完了時に評価・作成する、いわばスポット

的・局所的な位置づけにある。これを繰り返すだけで本質的な育成効果は図れるのであろ

うか？答えは否である。常にプロジェクトの難易度や規模が同じで、上司や部下も同じで

あれば、ＰＭ実践力がどの程度成長してきたかチェックでき正しい指導ができるかもしれ

ないが、現実世界においてそれはあり得ない。無理矢理、運用で回避する方法はあるが、

その場合、過去のＰＭフィードバックシートを都度、読み・突合せることになり、現場に

極めて負荷の高い作業を強いることになる。 

ＰＭアセスメントシートは、以上の問題点を解決するために構築したスキームである。

１０年という長期（ロングスパン）のデータを蓄積していくことで、ＰＭ実践力の成長度

合いの可視化を経年で捉え、本質的な評価と具体的なメンタリングの実施を図る。 

ＰＭアセスメントシートの構成をＰＭ勘所マニュアル、ＰＭダイアリー、ＰＭフィード

バックシートを含めたデータ収集イメージを図１３に示す。 

 

図１３ ＰＭアセスメントシートの構成とデータ収集イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＭアセスメントシートのフォーマットは、可視化データとグラフに加え、具体的なア

クションプランを記入する「目標設定」欄と「達成結果と振り返り」欄を設けている。ま

た、目標設定に対する「上司コメント」欄と、達成結果と振り返りに対する「上司評価」

欄も設けた。これにより、ＰＭアセスメントシートは具体的なメンタリング手法を確立し

ている。 

 

５．育成ガイドライン有効性の検証 
本分科会メンバー所属会社にて「真・ＰＭ実践力育成ガイドライン」の説明会を実施し、

理解を深めていただいた後、アンケートを実施した。 

 

予兆検出力

ＰＭ勘所マニュアル ＰＭダイアリー

ＰＭ実践力１０ケ条

（振舞い：コンピテンシー）

ＰＭ基本コンピテンシー

現場力/育成指導力

ＰＭに必要な人間力ＰＭＢＯＫ®

ＰＭフィードバックシート

人間力

ＰＭに必要な人間力

アンケート結果

ＰＭアセスメントシート

予兆検出力

ＰＭ基本コンピテンシー

現場力/育成指導力

ＰＭに必要な人間力

ＰＭフィードバック

アンケート

各社で実施している

プロジェクト評価

受託プロジェクト規模

ＱＣＤ遵守実績

受託プロジェクト規模

ＱＣＤ遵守実績

※各社既存のものを利用することを前提とする

10
年

全39項目

可視化

10
年
10年分
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５．１ アンケートの実施 
アンケートは、各ツールの有効性を客観的に評価するためのデータ収集及び改善提案の

収集を目的とし、本分科会メンバー所属会社で実施した。評価は、各項目に対し４～１点

の４段階評価（有効、やや有効、あまり有効でない、有効でない）で有効性を問い、評価

基準が“やや有効”の３点を平均で超えれば、有効性が高いと基準を定めた。 

アンケート対象者は、ＰＭを育成する立場の人（組織の長やＰＭＯの長）と育成される

立場の人（若手ＰＭ）とし各社３名、合計２１名を対象として意見に偏りが生じないよう

考慮した。また、アンケートの内容は、各ツールに関する有効性や自社運用にあたっての

実現性を問う２４設問とした。 

有効性の評価を問う設問に対し、平均点は３以上（100％指標に換算すると 75％以上）

であり、合格基準値を十分に満たす結果が得られた。すべてのツールで「有効性」があり

と客観的データに基づく評価と実証を得た。アンケート集計結果を図１４に示す。 

 

図１４ アンケート集計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．２ 検証結果から得られた結論 
アンケートを通して、若いＰＭ達は企業がＰＭに何を求めているのか、その真意・本質

的なところまで理解していない状況であることが分かった。同様に、育成する立場も現時

点においては「ＰＭ育成」に対する具体策はなく、試行錯誤の日々であったことが改めて

分かった。これは本分科会が当初に立てた仮説を裏づける声である。 

本分科会が一年という期間を費やし構築した「真・ＰＭ実践力育成ガイドライン」は総

じて有効性が高いと評価された結果となった。 

 

６．育成ガイドラインの実用化に向けて 
６．１ 本分科会メンバー所属会社への展開と課題 
本分科会メンバー所属会社にて「真・ＰＭ育成ガイドライン」を適用し、本ガイドライ

ンを最適に運用するための方法を考察した。 

なお、ＰＭダイアリーは本ガイドライン適用部署での円滑な運用を鑑みて、「ＯＪＴ」

ではなく、ＰＭフィードバックシートと同様、「メンタリング」にて適用することとした。 

メンバー各社での適用状況は、企業状況や組織形態が異なるため一様ではなかったが、

スムーズな適用開始ができた企業と適用開始までに時間のかかる企業に分かれた。まずそ

の違いを確認し、適用に時間のかかった理由や課題を明確化した。 

育成する立場（②）

平均点（①と②の平均）

育成される立場

（①）
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 実際に展開することで分かってきた課題は以下の通りであり、その状況を図１５に示す。 

 

課題１：育成ガイドラインを全社導入するために強い強制力を持った推進組織がない 

課題２：メンター・メンティーが進んで取り組める明確な動機づけが弱い 

課題３：メンターへのバックアップ体制が弱く、メンターへの的確な指導が行えない 

 

図１５ 実際の展開で浮彫りとなった課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．２ 実用化に向けての提言 
以上の課題から、本ガイドラインを円滑に適用し運用し続けるためには適用開始にあた

り、トップダウンによる立ち上げ宣言と事務局による運用推進が不可欠であると考える。 

 

６．２．１ トップダウンによる立ち上げ宣言 

ＰＭ育成は会社組織において通年掲げられる命題であり、課題である。そのため組織の

所属長や育成責任者から社員に対し、ＰＭ育成の重要性や本ガイドラインの運用開始を宣

言し、ＰＭ育成に対する動機づけを明確にすべきである。 

この宣言では本ガイドラインの運用開始にあたり、以下の点を盛り込んでいただきたい。 

 

・プロジェクトを失敗させないために本ガイドラインは非常に有効であること 

・本ガイドラインによって「予兆検出力」と「人間力」という新しい視点からＰＭ育成

が図れること 

・本ガイドラインによって育成者と育成対象者のコミュニケーションが活性化すること 

・本ガイドライン運用による相乗効果として組織力の総合的な強化が図れること 

 

６．２．２ 事務局による運用推進 

ガイドラインの運用にあたっては事務局を設け、育成者と育成対象者に対する運用サポ

ートが必要である。特に運用開始直後は、育成者に対して運用方法や各ツールの使用方法

を継続的に指導していくことが求められる。これが課題１の解決策への糸口と考える。 

また、ＰＭ勘所マニュアル、ＰＭダイアリーを若手ＰＭが取り組む際に「ＰＭ育成」が

第一目標である場合、即効的な効果が見えないため、「やらされている」感覚に陥る可能

性がある。「プロジェクトを成功に導く」を第一目標にして、本ツールを使用することで、

メンター（部門の課長クラス）

メンティー（若手プロマネ）

メンタリング 活用ツール

利用方法説明

活用ツール推進者（ＬＳ研参画メンバ）

【課題３】

メンターへのバック

アップ体制が弱い

【課題２】

明確な動機付けが

弱い

【課題１】

強い推進組織が

ない

各展開部署

育成部署
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本来あるべきプロジェクトマネージャーとしての行動や思考をとり、上位者と日々プロジ

ェクトリスク・課題を検討させることに専念させたい。その結果として自ずとＰＭ育成に

つながることになると推察した。これが課題２の解決策への糸口と考える。 

さらに、育成者（メンター）への育成サポートは不可欠であり、この点が課題３の解決

策への糸口と考える。 

 

以上から事務局の設置に際し、事務局に求められる事項をまとめたものを以下に示す。 

・ガイドラインや各ツールの特性・目的をよく理解し、相談窓口となること 

・育成者（メンター）の育成サポートができる体制であること（兼任者の場合、事務局

としての時間を割けること） 

・育成者（メンター）からの活動報告の取りまとめを行い、運用推進を行うこと 

・年間の育成スケジュールの骨子を作成し、継続的に運用確認を行うこと 

・必要に応じ、ガイドラインの更新を行うこと 

 

上記の「トップダウンによる立ち上げ宣言」及び「事務局による運用推進」を計画し実

施することが本ガイドラインの円滑な運用開始には必要である。事務局による運用推進体

制の例を図１６に示す。 

 

図１６ 事務局による運用推進体制（例） 

 

 

メンター（課長クラス）

メンティー（若手ＰＭ）

メンタリング

育成推進チーム

各展開部署

育成推進部門 経営層

トップダウン

アナウンス

定期研修開催 メンター支援

ＰＭダイアリー

ＰＭダイアリー

ＰＭフィードバッ

クシート

ベテランＰＭ

で構成

アドバイス

社内システム

定期研修参加

ＰＭアセスメン

トシート

ＰＭ勘所マニュアル

ＰＭフィードバ

ックシート

・各部署のメンター候補者を募集する

・各部署のメンターに対して活用ツール利用方法

に関するオリエンテーションを実施する

・メンタリング実施内容を定期的にチェックする

（形骸化の防止）

・ＰＭ勘所マニュアルを利用して失敗事例疑似体

験セミナーを定期開催する

・事務局からオリエンテーションを受け、

活用ツール利用方法を理解する

・自部署のメンティーを選出する

・メンティーへメンタリングを実施する

・事務局へ定期的に実施内容を提示する

・メンターから活用ツール利用方法の説明を受け

理解する

・活用ツール利用方法に従って実施する

・メンタリングと非同期でＰＭ勘所マニュアルに

よる定期研修に参加し、経験値の向上に努める

・ＰＭダイアリー、ＰＭフィードバック

シート、プロジェクト実績をインプッ

トとしてＰＭアセスメントシートを社

内システムにデータ蓄積する

・ＰＭのスキルデータとして保存し、

ＰＭのスキル経年変化を人事評価へ活

用する

・次のプロジェクト投入機会のための

データととして活用する

部門単位に

選出

メンターが

選出

データ蓄積

データ

蓄積
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７．おわりに 
本分科会では、ＰＭ育成の新しい着眼点としてＰＭ実践力を育成するためのスキームや

ガイドラインを研究してきた。その結果、四つの活用ツールから成る「真・ＰＭ実践力育

成ガイドライン」を構築することができた。 

そして、本ガイドライン導入課題を考察した結果、適用に当たっては組織的な取り組み

が重要であることがわかってきた。ＰＭ自身の向上心や周囲の応援・期待に加え、組織的

な運用が継続してこそ、「真・ＰＭ実践力育成ガイドライン」は真価を発揮するのである。 

また、メンターとしては課長クラスを想定するが、全てのメンターが必ずしもＰＭとし

ての知識と経験を兼ね備えている訳ではないのが各社の実態であるため、メンターに対し

てタイムリーにアドバイスできる体制が必要不可欠である。メンターは、メンティーであ

る育成対象ＰＭとともにプロジェクトを成功に導くためにＰＭダイアリーを通じて”一緒

に考え抜く”ことが重要である。ＰＭ支援はどの企業でもこれまで行っていたことだが、

本ガイドラインを適用することで、定期的なメンタリングを通じて育成対象ＰＭの思考を

把握し、表面的ではない”本質的問題への取り組み”が可能になる。これにより育成対象

ＰＭだけでなく、育成する側でもあるメンターも活性化することができ、さらには会社が

強くなることへつながるものと考える。 

活用ツールの中では、ＰＭ力の経年変化を見える化する「ＰＭアセスメントシート」の

導入の難易度が最も高いが、他の三つのツールを継続的に適用することで各社にあった活

用の方法が見えてくる。本分科会メンバー所属会社では中長期的に取り組む予定である。 

是非、「真・ＰＭ実践力育成ガイドライン」を適用し、ＰＭの実践力育成と会社のさら

なる成長に役立てていただきたい。 
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